
第22期 定時株主総会

招集ご通知
開催日時

2026年６月24日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）
開催場所
東京都千代田区紀尾井町４番1号
ホテルニューオータニ
芙蓉の間 (本館1階)

決議事項
議 案 剰余金の処分の件

東京地下鉄株式会社
証券コード：9023

お知らせ
・株主総会の様子をご自宅等からご覧いただけるよう、インターネットによるライブ配信を行います。
・本株主総会では、事前質問の受付を行います。
・お土産及び乗車券のご用意はありません。

2026年05月18日 18時57分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



銘柄名（会社名）「東京地下鉄」又は証券コード「9023」にて検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を選択して、ご確認ください。

当社ウェブサイト https://www.tokyometro.jp/corporate/ir/stock/shareholder/index.html

東証ウェブサイト
（東証上場会社情報サービス） https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
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証券コード：9023
2026年６月５日

株 主 各 位
東京都台東区東上野三丁目19番６号

東 京 地 下 鉄 株 式 会 社
代表取締役社長 小 坂 彰 洋

第22期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第22期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、以下のインターネット上の各ウェブ

サイトに電子提供措置事項を掲載しております。

当日のご出席に代えて、インターネット又は郵送により議決権を行使することができますの
で、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年６月23日（火曜日）午後５時40
分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

１ 日 時 2026年６月24日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２ 場 所 東京都千代田区紀尾井町４番１号

ホテルニューオータニ 芙蓉の間（本館１階）
３ 会議の目的事項

報 告 事 項 （１）第22期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告、連
結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

（２）第22期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類報告
の件

決 議 事 項
議 案 剰余金の処分の件

以 上

株主総会に関するご留意事項
■電子提供措置事項に修正すべき事項が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を反映さ
せていただきます。

■電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、監査役及び会計監査人は、
次の事項を含む監査対象書類を監査しております。
①事業報告の「財産及び損益の状況の推移」「主要な事業内容」「主要な営業所」「従業員の状況」「主要
な借入先」「会社の新株予約権に関する事項」「会計監査人に関する事項」「業務の適正を確保するため
の体制等の整備についての決議の内容の概要及び当該体制の運用状況」「会社の支配に関する基本方針
の内容の概要」

②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
④監査報告の「連結計算書類に係る会計監査人の監査報告」「会計監査人の監査報告」「監査役会の監査
報告」

なお、これらの事項につきましては、下記ウェブサイトに掲載しております。
・当社ウェブサイト

https://www.tokyometro.jp/corporate/ir/stock/shareholder/index.html
・東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
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■議決権行使についてのご案内

株主総会にご出席される場合

郵送で議決権を行使される場合

インターネットで議決権を行使される場合

2026年６月24日（水曜日）午前10時

2026年６月23日（火曜日）午後５時40分到着分まで

2026年６月23日（火曜日）午後５時40分まで
詳細は次頁「インターネットによる議決権行使のご案内」をご覧下さい。>>>

株主総会開催日時

議決権行使期限

議決権行使期限

株主総会における議決権は、次のいずれかの方法により行使いただくことができます。

機関投資家の皆様へ
上記のインターネットによる議決権行使のほかに、予めお申込された場合に限り、株式会社ＩＣＪが運営する
議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことができます。

議決権の行使のお取扱い
書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、インターネットによるものを有効とし
ます。複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効とします。

お手数ながら同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出下さい。
（当日ご出席の場合は、郵送〔議決権行使書〕又はインターネット等による議決権行
使のお手続はいずれも不要です。）

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投
函下さい。議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表
示をされたものとして取り扱わせていただきます。

パソコン等から議決権行使ウェブサイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）に
アクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パ
スワード」をご入力いただき、画面の案内に従って賛否をご入力下さい。

3

2026年05月18日 18時57分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



■インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問合せ先
みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプデスク
フリーダイヤル 0120-768-524（年末年始を除く 9：00～21：00）

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

以降は画面の案内に従って賛否をご入力下さい。

議決権行使ウェブサイトにアクセスして下さい。

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力下さい。

「議決権行使コー
ド」を入力

「次へ」を
クリック

クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力下さい。

実際にご使用に
なる新しいパス
ワードを設定し
てください。

「初期パスワード」
を入力

「登録」を

スマートフォンでQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決
権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って
下さい。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力下さい。

。すで標商録登のブーェウーソンデ社会式株は」ドーコRQ「※

1 1

2

2

3

4

・パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段です。なお、パスワードを当社よりお尋ねすることはございません。
・パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされた場合、画面の案内に従ってお手続下さい。
・議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、ご利用の機器によってはご利用いただけない場合があります。

お問合せ先について
ご不明な点は、株主名簿管理人である
みずほ信託銀行 証券代行部までお問い合わせ下さい。

議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議
決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、再度議
決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

ご注意

見本

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
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■株主総会ライブ配信についてのご案内
当社の株主総会の様子をご自宅等からご覧いただけるよう、以下のとおり株主様向けにインターネッ
トによるライブ配信を行います。ライブ配信では議決権の行使や質問、動議を行うことはできません。
郵送・インターネットによる事前の議決権行使をお願い申し上げます。

配 信 日 時 2026年６月24日（水）午前10時～株主総会終了時刻まで
配信ページは、株主総会開始30分前（午前9時30分）頃よりアクセス可能です。

ご 視 聴 方 法

下記ウェブサイトよりアクセスいただき、ログインID及びパスワードを
ご入力のうえ、ログインボタンをクリックしてください。

配信URL https://tokyometro-soukai.live/

ご不明な点がございましたら、以下の窓口へお問い合わせください。
海外からの視聴は対応しておりません。ご了承ください。
ID（株主番号）及び
パスワード（郵便番号）について

ライブ配信の視聴について

みずほ信託銀行 証券代行部
フリーダイヤル 0120－288－324
受付時間：午前9時～午後5時

（土・日・祝日を除く）

ライブ配信お問合せ事務局
(ソニーピーシーエル株式会社)
電話番号 03－3238－1182
受付時間：6月24日（水）

午前9時～株主総会終了時刻まで

ログインID及びパスワードについて

・�ご使用のパソコン等の端末及びインターネットの接続環境並びに回線の状況等により、ご視聴いただけない場合がござい
ます。
・ライブ配信をご視聴いただく場合の通信料等につきましては、株主様のご負担となります。
・�インターネット環境や機材トラブル、その他の事情により、やむを得ずライブ配信を中断又は中止する場合がございます。
・ライブ配信の録画・撮影や保存、URL・ID・パスワードの外部公開はご遠慮ください。
・�当日の会場撮影はご出席株主様のプライバシーに配慮し、議長席及び役員席付近のみとさせていただきますが、やむを得
ずご出席株主様が映り込んでしまう場合がございます。あらかじめご了承ください。

ライブ配信に関する
お問合せ先

議決権行使書用紙に記載されている
「株主番号」（数字9桁）

ID

パスワード 2026年3月末（基準日）時点における
株主名簿にご登録されている郵便番号
（数字7桁、ハイフン無し）

※議決権行使書を投函する前に、IDとパスワードを必ず手元にお控えください。

ご注意
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議決権行使書用紙に記載されている
株主番号（数字９桁）

郵便番号

株主番号

2026年３月末（基準日）時点における
株主名簿にご登録されている郵便番号
（数字７桁、ハイフン無し）
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■事前質問の受付についてのご案内
株主の皆様から、本株主総会の目的事項に関するご質問を事前にお受けいたします。
頂戴したご質問のうち、株主様のご関心が高いと思われる事項につき、株主総会当日にご回答さ
せていただく予定です。

受付期限 2026年６月14日（日曜日）午後５時まで

受付方法

以下の受付フォームに、株主番号（数字９桁）、郵便番号（数字７桁、ハイフン無し）、ご質問内
容をご入力ください。

事前質問受付フォーム https://forms.cloud.microsoft/r/EKdPFNeYUQ

・受付フォームにより当社が取得する情報は、個人情報を含め、株主総会の質疑応答の運営上、必要な限りにおい
て使用いたします。

・その他の個人情報の取扱いにつきましては、当社「個人情報保護方針」をご参照ください。

https://www.tokyometro.jp/privacy/index.html

株主番号及び郵便番号について

ご注意

・株主番号、郵便番号の記入内容に不備があり、株主様のご本人確認ができなかった場合は、株主様からのご質問
としてお取扱いできませんので、ご注意ください。

・ご質問はおひとり様1回限りとさせていただきます。複数回ご質問いただいた場合には、最後のご質問を有効と
させていただきます。

・頂戴したご質問のうち、特に株主様のご関心が高いと思われる事項につき、株主総会当日にご回答させていただ
く予定です。

・全てのご質問に対してご回答することをお約束するものではございません。ご回答には至らなかった場合でも、
個別の対応はいたしかねますので、あらかじめご了承ください。
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株主総会参考書類
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議案及び参考事項

議 案 剰余金の処分の件
当社は、東京都区部及びその周辺において、公共性の高い地下鉄事業を中心に事業展開を行っており、長期に

わたる安定的な経営基盤の確保・強化に努めるとともに、連結配当性向40％以上の分配を目指し、継続的かつ安
定的な配当を行うことを基本方針としております。加えて、2025年４月28日に公表した2025年度から2027年
度までの中期経営計画期間中は、DOE（純資産配当率）3.4％程度を確保することといたしました。
当期の剰余金の配当につきましては、この株主還元方針のもと、株主への利益還元を充実させるべく、以下の

とおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類

金銭といたします。

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株当たり金21円 総額12,192,534,753円
これにより年間配当金は、１株につき中間配当21円を含め42円となり、前期に比べ２円の増配と

なります。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
2026年６月25日

以 上
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事業報告

経常利益 （億円）

第21期 第22期
（当期）

親会社株主に帰属する
当期純利益 （億円）

第21期 第22期
（当期）

（億円）

第21期 第22期
（当期）

営業利益 （億円）

第21期 第22期
（当期）

営業収益

770
5374,078 869 792 5904,224 895

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
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1 企業集団の現況に関する事項
１ 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国経済は、景気に持ち直しの動きがみられるものの、海外経済の動向や国際
情勢の緊張の高まりを背景とした地政学的リスクの高まり、並びに物価動向や金融資本市場の変動等によ
り、先行きについては依然として不透明な状況が続いております。

このような状況下で、当社グループは、2025年度から2027年度までの新たな中期経営計画「Ｒｕｎ！〜
次代を翔けろ〜」を2025年４月に公表いたしました。中期経営計画の初年度として、各種事業戦略及びコ
ーポレート戦略に基づき、自然災害対策やバリアフリー化を含めた更なる鉄道の安全・サービス向上、新線
建設の着実な推進に取り組むほか、自動運転等の新技術の開発・推進や鉄道需要の創出に加え、まちづく
り・鉄道成長にも寄与する不動産事業をはじめとした都市・生活創造事業の拡大、新たなビジネスの取組を
推進することを目指した各種施策に取り組んでまいりました。

当連結会計年度の業績は、旅客運輸収入が引き続き好調に推移したことにより、営業収益が4,224億１千
４百万円（前期比3.6％増）となり、営業利益が895億８千８百万円（前期比３.０％増）、経常利益が792億
３千４百万円（前期比２.９％増）、親会社株主に帰属する当期純利益が590億１千５百万円（前期比９.８％
増）となりました。
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（ホームドアの整備事例）

事業報告
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なお、当連結会計年度から、組織改正及び一部業務移管を行ったことに伴い、報告セグメントを従来の
「流通・広告」から、「ライフ・ビジネスサービス」に変更しております。これに併せて、流通事業はライフ
サービス事業に、広告事業はアドバタイジングサービス事業に、情報通信事業はコミュニケーションサービ
ス事業に名称変更しております。

運輸業
鉄道事業においては、安全性・利便性向上を第一に取り組むことを前提

に、デジタルマーケティング及びインバウンド施策の確実な推進と、海外
鉄道ビジネスの拡大等事業領域の拡大に取り組んでまいりました。
安全性・利便性向上については、セキュリティ強化として、車内セキュ

リティカメラ映像を総合指令所等にてリアルタイムで確認する機能の整備
を推進したほか、自然災害対策として、これまで様々な耐震補強を実施し
ており、現在は震災発生後の復旧性向上を目的としたトンネル中柱の耐震
補強工事を進めております。また、大規模浸水対策として、浸水深等に応じた駅出入口の止水板の改良、防水
扉の設置、上屋建て替えによる完全防水型出入口への改良、換気塔の嵩上げ又は浸水防止機の設置等を進めて
おります。
お客様の円滑な移動の実現に向け、2025年８月に有楽町線銀座一丁目駅においてエレベーターの供用を開

始したことにより、同駅におけるエレベーター１ルート整備が完了いたしました。また、2026年３月に全路
線全駅（大規模改良中の東西線南砂町駅一部番線については工事進捗を踏まえて整備予定）でのホームドア整
備が完了しました。さらに、半蔵門線の新型車両を８編成導入し、全編成導入完了しました。
輸送改善に向け、東西線における混雑緩和を目的とした南砂町駅ホームの２面３線化、飯田橋駅〜九段下駅

間の折返し線整備を着実に進めてまいりました。南砂町駅においては、一時閉鎖していた３番出入口を2026
年３月に供用再開いたしました。また、南北線３編成の８両化を行いました。さらに、東京メトロｍｙ！アプ
リで全路線の混雑状況を配信するとともに、混雑の偏りが大きい駅や混雑度が高い駅では、新設したディスプ
レイで複数列車の混雑状況を号車ごとにリアルタイムで配信し、分散乗車及び混雑平準化を推進いたしまし
た。
新技術の導入やＤＸの推進については、朝ラッシュ時間帯の定時運行性向上を目的に、2024年12月から丸

ノ内線で運用を開始した無線式列車制御システム（ＣＢＴＣシステム）について、2026年度中の日比谷線運
用開始に向けて導入を推進したほか、自動運転技術（ＧＯＡ2.5）や状態基準保全（ＣＢＭ）等の導入に向け
た取組を進めております。
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新線建設（有楽町線延伸・南北線延伸）については、2024年11月に工事着手し、道路施設物や埋設物等の
撤去・移設を進めています。南北線品川工区では、2026年３月から土留め壁の施工を開始いたしました。
鉄道事業におけるデジタルマーケティング推進については、「メトロポイントクラブ（メトポ）」の会員基盤

拡大を図ったことから、2025年９月には会員数が100万人に到達いたしました。また、メトポの顧客基盤を
活用した沿線施設やグループ店舗等の利用を促す取組を実施いたしました。
新たな乗車サービスとして、2026年３月からクレジットカード等のタッチ決済による後払い乗車サービス

を開始し、当社を含む関東の鉄道事業者11社局での相互利用に対応したほか、国内外の旅行者向けの「Ｔｏｋ
ｙｏ Ｓｕｂｗａｙ Ｔｉｃｋｅｔ」がＱＲコード（※）で乗車可能となりました。
※「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
海外鉄道ビジネスについては、Ｏ＆Ｍ（オペレーション＆メンテナンス）事業において、英国ロンドン市に

おける地下鉄Ｅｌｉｚａｂｅｔｈ ｌｉｎｅ（エリザベス・ライン）の運営事業を2025年５月から開始して
います。海外技術コンサルティング事業では、ＪＩＣＡから受注したベトナムにおける「ホーチミン市都市鉄
道規制機関及び運営会社能力強化プロジェクト」及び「ベトナム鉄道学校都市鉄道研修能力強化プロジェク
ト」を完了したほか、新たにＪＩＣＡから「フィリピン国持続的開発に向けたフィリピン鉄道訓練センター技
術支援プロジェクト」を受注いたしました。
2025年３月から開始したＣＶＣ活動については、ジャフコグループ株式会社が運営するファンド及びフィ

ットネスジム事業を営む株式会社ＦｉＴに対して出資いたしました。
なお、2025年７月に発生した副都心線東新宿駅構内における転てつ器損傷及び速度超過事案につきまして

は、外部有識者を加えた「東新宿駅構内転てつ器損傷及び速度超過に伴う再発防止対策推進委員会」を設置
し、委員会で取りまとめた報告書を公表し、現在は当該報告書に基づく各種対策を推進しております。
（参考）
当社は、公益財団法人メトロ文化財団に対し、地下鉄博物館の運営に供する土地として東西線葛西駅周辺の

高架下用地を無償で貸し付けているほか、当連結会計年度において、６億１千万円の寄付を行いました。

運輸業の当連結会計年度の業績は、旅客運輸収入が引き続き好調に推移したこと等により、営業収益が
3,866億１千８百万円（前期比3.8％増）、営業利益が761億８千９百万円（前期比２.７％増）となりました。
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不動産事業
不動産事業においては、収益性の向上を図るべく、駅周辺の都市開発と

一体となった建物の整備を進めております。新宿駅においては、新築工事
に着手した新宿駅西口地区開発計画を共同事業者とともに推進し、東上野
四丁目Ａ−１地区、飯田橋四丁目５・６・７番地区においては、再開発準
備組合へ事業協力者として参画し、他の地権者とともに事業を推進してお
ります。また、2025年９月には家族寮跡地において「メトロステージ亀
有」を竣工し入居を開始したほか、同年９月にＰＡＴＨ中目黒ｕｎｏ（現
メトロステージ中目黒１）、ＰＡＴＨ中目黒ｄｕｅ（現メトロステージ中
目黒２）、浅草スクエアを取得しております。
不動産事業の成長を目的に2025年３月に運用を開始した「東京メトロプライベートリート投資法人」につ

いては、資産価値の向上を図りながら、順調に運用を行っております。

不動産事業の当連結会計年度の業績は、2025年３月期に実施した物件売却による賃貸収入の減少があった
ものの、取得・開業物件（ＴＳ青山ビル・メトロステージＰＬＵＳ中野弥生町等）、渋谷マークシティの賃貸
収入の増加等により、営業収益が146億９千４百万円（前期比0.2％増）、営業利益が43億９千９百万円（前期
比4.7％増）となりました。

ライフ・ビジネスサービス事業
ライフサービス事業については、東西線高架下商業施設のリニューア

ル、2026年２月の原木中山駅高架下への商業施設開業、2026年３月に
メトロ・エム高島平のリニューアル、Ｅｃｈｉｋａ等の商業施設における
店舗入替を実施いたしました。その他、事前予約機能、ホテル配送サービ
スを搭載した新機能ロッカーである「東京メトロッカー＋（Ｔｏｋｙｏ
Ｍｅｔｌｏｃｋｅｒ ＰＬＵＳ）」の設置や、自動販売機等の増設も進め
ております。

アドバタイジングサービス事業については、コンテンツＩＰを活用したビジネスの展開として、映画『８番
出口』の製作委員会へ参画するとともに、「映画『８番出口』東京メトロ脱出ゲーム」等を開催いたしました。
また、改札口付近にデジタルサイネージ及び広告看板を新設したほか、広告貸切電車等インパクトのある商品
の展開により、収益拡大に努めてまいりました。
このほか、フィットネス領域への参入として、24時間無人フィットネスジム「Ｌｉｆｅ Ｆｉｔ」の店舗展

開を進め、2025年４月に葛西駅店、2025年９月に上池袋店、2026年３月に東陽町店を開業いたしました。
コミュニケーションサービス事業については、第５世代（５G）通信サービスについて、2026年度整備開

始に向けた取組を進めました。
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ライフ・ビジネスサービス事業の当連結会計年度の業績は、ライフサービス事業における既存店舗及び開業
物件（Ｍʼ ａｖ浦安ＥＡＳＴ等）の賃貸収入増等や、アドバタイジングサービス事業における駅構内媒体及び
車両内媒体の販売増により、営業収益が263億８千８百万円（前期比2.5％増）、営業利益が85億２千７百万円
（前期比3.2％増）となりました。

２ 設備投資等の状況
当連結会計年度中の設備投資の主なものは、次のとおりであります。

（１）完成した主な工事
車両新造（半蔵門線70両）
バリアフリー設備新設工事（エスカレーター１駅４基）
ホームドア整備

（２）施行中の主な工事
バリアフリー設備新設工事
大規模浸水対策工事
銀座線渋谷駅移設工事
飯田橋駅〜九段下駅間折返し線整備
南砂町駅改良工事
豊洲駅改良
有楽町線延伸
南北線延伸

３ 資金調達の状況
当連結会計年度においては、民間の金融機関から50億円の借入、社債200億円を発行いたしました。
この結果、当連結会計年度末の借入金及び社債の残高は、１兆714億９千９百万円となりました。
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４ 対処すべき課題
当社グループは、東京を中心とした首都圏の鉄道ネットワークの中核を担う交通事業者として、2004年

４月の発足時に定めたグループ理念（ミッション）である「東京を走らせる力」を念頭に、様々な取組を進
めてまいりました。
当社の基幹事業である鉄道事業は、通勤・通学需要、東京都心部の開発進展やインバウンド旅行者の増加

を背景に、旅客運輸収入は好調に推移しております。一方で、労務費・資材価格の高騰により、修繕費・外
注費を中心としたコストは中期経営計画策定時の想定を大きく上回っており、加えて労働人口減少、鉄道に
おける安全・安定性の維持に対する社会的関心の高まり等、当社を取り巻く経営環境は大きく変化しており
ます。さらに、足許では中東情勢の悪化等を背景としたエネルギー価格の上昇や資材調達環境の不安定化、
金融資本市場の変動に伴う物価上昇圧力が強まっており、今後の事業運営への影響が懸念されます。
このような状況を踏まえ、当社の信頼の根幹である安全・安定輸送の確保を前提に、鉄道設備の修繕・更

新を適正なタイミングで実施すべく、必要な修繕費を計画的に確保するとともに、インフレを見据えたコス
ト構造の見直しに取り組んでまいります。また、人的資本経営の更なる推進による人財確保及びエンゲージ
メント向上に努めるとともに、労働人口減少への対応として、新技術の開発・導入を推進してまいります。
これらの取組により、鉄道事業の持続性を強化してまいります。
さらに、お客様の利便性向上に資する設備投資を通じて中長期的な成長を実現する基盤を構築するため、

経営努力を前提に、加算運賃等各運賃改定制度の適用可能性、対象とする事業等について検討を進めてまい
ります。
不動産事業においては、リノベーション等により物件の価値向上を図るとともに、東京メトロプライベー

トリート投資法人等へ物件売却することで、資産効率性の高いフロー型ビジネスも強化してまいります。ラ
イフ・ビジネスサービス事業においては、様々な事業パートナーとの連携を強化することで、新規ビジネス
開発の推進等により、中長期的な成長の実現を目指してまいります。
加えて、新たな成長ドライバーの創出に向け、出資・Ｍ＆Ａを実施すべく、2026年度より専任組織を新

設するとともに、新たに投資枠を設定することにより、成長投資を強化してまいります。
そのほか、各種事業戦略及びコーポレート戦略に基づく具体的な施策に取り組むことで、持続的な企業価

値の向上を図ってまいります。
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（当社グループ中期経営計画「Ｒｕｎ！〜次代を翔けろ〜」に基づく取組について）
（１）運輸業

① 鉄道事業の安全性・利便性向上
トンネル中柱の補強工事や脱線検知装置の搭載、駅出入口の浸水対策等の推進により、激甚化する自然

災害への備えを進めるとともに、駅構内及び車両内の防犯カメラの高度化、巡回警備の強化等、社会情勢
の変化に応じたセキュリティ強化を進めてまいります。また、構内のバリアフリー化の一環として、エレ
ベーターによる１ルート・複数ルート・乗換ルートの整備を進めてまいります。

② 新線建設（有楽町線延伸・南北線延伸）の着実な推進
鉄道ネットワークの強化を通じた臨海部・都心部へのアクセス利便性向上や沿線・まちづくりへの寄

与、東京圏の国際競争力の強化への貢献及び新規鉄道需要の開拓を目的として、十分な公的支援を前提
に、有楽町線延伸（豊洲・住吉間）及び南北線延伸（品川・白金高輪間）の工事等を推進してまいりま
す。

③ 新技術の導入及びＤＸ等による鉄道オペレーションの進化
日比谷線及び半蔵門線において、高い遅延回復効果を得ることができるＣＢＴＣシステムの導入に向け

た取組を推進してまいります（日比谷線は2026年度導入予定）。また、労働人口の減少を踏まえ、安全性
の確保を前提に、必要な要件を有した乗務員が先頭車両に乗務する自動運転技術（ＧＯＡ2.5）等により、
輸送システムの変革を目指してまいります。また、ＣＢＭの推進と鉄道運営ノウハウの外販により、事業
運営能力の向上・事業領域拡大を図ってまいります。

④ 鉄道需要創出の促進
メトポを中心に当社グループの保有する各種データを効果的に活用することでマーケティング機能を強

化し、お客様一人ひとりのニーズを的確に捉えた情報・サービスを提供してまいります。
また、インバウンド旅行者のご利用促進を図るべく、資本業務提携先であるリンクティビティ株式会社

と連携し、Ｔｏｋｙｏ Ｓｕｂｗａｙ Ｔｉｃｋｅｔや観光施設・体験とのセット商品（Ｔｏｋｙｏ Ｃ
ｉｔｙ Ｐａｓｓ等）の販売を強化するほか、2026年３月から開始したクレジットカードのタッチ決済
による後払い乗車サービスと当社を含む関東の鉄道事業者11社局での同サービスの相互利用の浸透を図っ
てまいります。

⑤ 海外鉄道ビジネスの拡大
今後の成長の牽引役の１つとして、海外鉄道ビジネスの取組を強化してまいります。
鉄道の運行管理、メンテナンス又はその両方を受託するＯ＆Ｍ事業について、2025年５月から開始し

た英国のＥｌｉｚａｂｅｔｈ ｌｉｎｅ（エリザベス・ライン） の運営事業を着実に実施し、同路線のオ
ペレーションとサービスの質の一層の向上に取り組んでまいります。
また、更なる事業拡大に向けて、案件の選定や協業パートナーとの連携を深度化し、更なる事業拡大を

目指してまいります。
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（２）不動産事業
① 不動産開発、まちづくりとの連携強化

東京においてまちづくり・鉄道成長にも寄与する不動産開発を強化していくとともに、有楽町線延伸部
をはじめとした当社沿線において、子育て世代やシニア世代に選ばれるまちづくりに貢献することで、
人々の快適な生活環境の形成に寄与するとともに、沿線価値の向上を目指してまいります。

② 不動産取得の推進、保有物件の価値向上
これまでの不動産事業は、不動産賃貸業を主軸とするストック型事業モデルでありましたが、今後はフ

ロー型事業モデルも強化してまいります。また、事業パートナーとの連携強化も含め、ホテル経営・運営
事業への参画の具体化を進めてまいります。

③ 新たな領域への挑戦
都心部でのインバウンド需要をはじめとした、更なる宿泊ニーズの高まりを見据え、ホテルを開発する

とともに当社が主体となって東京の来街者に対してホスピタリティ溢れるサービスを提供するために、ホ
テル経営・運営事業への参画に向けて準備を進めてまいります。

（３）ライフ・ビジネスサービス事業
① 高架下商業施設のリニューアル、駅ナカの魅力向上

東西線高架下の商業施設をリニューアルし、まちと一体となった賑わいを創出するほか、駅ナカの様々
なサービスを拡充させることによって、駅まちの魅力向上に取り組んでまいります。

② 既存アセットの有効活用
改札口ディスプレイ跡地を活用したデジタルサイネージの開発の推進に加え、クライアントニーズを踏

まえたデジタルサイネージの増設や移設、媒体の仕様変更を行うことにより、媒体価値の向上に取り組ん
でまいります。また、当社グループが保有する発車メロディや駅案内標等のアセットに広告価値を付加し
た活用により、収益の向上を図ってまいります。

③ 新たな分野への挑戦
事業領域の拡大として、沿線エリアのお客様の生活基盤を支えるサービスや、生活を豊かにするサービ

スを当社グループ自らの手で提供するとともに、東京に集う人々が関心を寄せワクワクするような体験を
提供するコンテンツビジネスの更なる展開等により、事業の拡大を加速させてまいります。
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（４）その他（新たな取組）
① コーポレート・ベンチャー・キャピタル（ＣＶＣ）活動の強化

2025年３月から開始したＣＶＣ活動「Ｔｏｋｙｏ Ｍｅｔｒｏ Ｖｅｎｔｕｒｅｓ」を通じ、当社グ
ループが保有する事業アセットとスタートアップ企業の技術やアイデアを掛け合わせることで、東京の未
来を創る革新的なサービスの開発と社会実装を推進し、東京の多様な魅力と価値の向上を目指してまいり
ます。

② 事業領域拡大に向けた投資戦略の推進
持続的な成長及び新たな成長ドライバーの創出に向け、「出資・事業投資担当」を新設し、資本規律も

踏まえつつ、出資・Ｍ＆Ａを含めた事業領域拡大の検討を進めてまいります。

（５）サステナビリティ（ＥＳＧ）の取組
① 環境への取組

鉄道をより一層環境に優しい交通手段にしていくとともに、脱炭素社会の実現に向け、「メトロＣＯ２ゼ
ロ チャレンジ 2050」を設定し、当社グループ全事業が排出するＣＯ２量について、「2030年度目標△
53％（2013年度比）」、「2050年度実質ゼロ」を目指しています。また、国の削減目標に基づき「2035
年度△60％」、「2040年度△73％」の目標値を新たに設定することで、更なる推進を図ってまいります。

② 社会とのつながり強化
各地域のコミュニティと連携しながら、東京の鉄道事業者として、事業基盤である沿線地域の成長・発

展に対し継続的にサポートを行うとともに、お客様、取引先、社員、地域・社会をはじめとする全ての
人々の人権を尊重し、多様な価値観を活かした事業活動を進めてまいります。

③ ガバナンス体制の充実
社会情勢の変化、法令改正の状況等を踏まえ、コーポレート・ガバナンスの更なる充実に向けて随時取

組の見直しを行ってまいります。なお、当社社員に対する不適切な言動による取締役の辞任を踏まえた再
発防止策として、役員登用時の資質チェックを導入するとともに、役員向けコンプライアンス研修を拡充
し継続的に実施してまいります。

2026年05月18日 18時57分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



事業報告

17

（６）人財戦略
人的資本経営の更なる推進・人事施策
人的資本経営を推進するにあたり、「採用強化」「働きやすさ向上」「やりがい創出」「人財育成」「福利

厚生拡充」「健康経営推進」の観点から各種人事施策を実行し、人財確保及び社員一人ひとりの最大活躍
を実現することにより、経営戦略の実現を図ってまいります。職場環境改善をはじめ、奨学金の返済支援
や社外副業制度の導入により、多様な働き方・キャリア支援制度等、各種人事施策を拡充してまいりま
す。また、2026年夏に本社オフィスを移転し、業務内容やプロジェクトに応じて働く場所を選べるＡＢ
Ｗ（Ａｃｔｉｖｉｔｙ Ｂａｓｅｄ Ｗｏｒｋｉｎｇ）を実現し、社員エンゲージメント向上を図ってま
いります。

（７）デジタル戦略
データ共有基盤の整備・デジタル技術の活用とデジタル人財育成
新たな価値創出の源泉としてデータとデジタル技術を積極的に活用するため、データ共有基盤の整備や

生成ＡＩの活用・ＤＸの促進、ＸＲ事業に取り組んでまいります。また、デジタルリテラシーの底上げを
図るため、全社員を対象とした「デジタル利活用人財」の育成強化に取り組んでまいります。

当社グループは、ビジョン（実現したい未来）として掲げた「次の『あたりまえ』と『ワクワク』を」の実
現に向け、今後とも様々な施策を通じて持続的な企業価値の向上を図り、全てのステークホルダーから信頼さ
れ、選択され、支持される企業を目指してまいります。
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５ 重要な親会社及び子会社の状況
（１）親会社との関係

該当事項はありません。

（２）重要な子会社の状況（2026年３月31日現在）

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社メトロセルビス 10百万円 100.0％ 鉄道駅の清掃、警備等

株式会社メトロコマース 12百万円 100.0％ 鉄道駅の運営管理、商業施設の運営（駅構内売
店等の運営）

株式会社メトロステーションファ
シリティーズ 20百万円 100.0％ 鉄道施設等の整備及び保守管理（駅設備関係）

メトロ車両株式会社 20百万円 100.0％ 鉄道施設等の整備及び保守管理（車両関係）

株式会社メトロレールファシリ
ティーズ 20百万円 100.0％ 鉄道施設等の整備及び保守管理（土木構築物・

建築物関係）

メトロ開発株式会社 30百万円 100.0％ 鉄道施設等の整備（土木構築物関係）、商業施
設の運営（高架下商業施設の運営）

東京メトロ電気メインテナンス株式会社 20百万円 100.0％ 鉄道施設等の整備及び保守管理（電気設備関
係）

東京メトロ都市開発株式会社 106百万円 100.0％ 不動産の賃貸及び管理

株式会社メトロプロパティーズ 10百万円 100.0％ 商業施設の運営（Ｅｃｈｉｋａ等駅構内及び駅
周辺における商業施設及び飲食店舗の運営）

株式会社メトロアドエージェンシー 50百万円 100.0％ 広告事業

株式会社メトロライフサポート 20百万円 100.0％ 人事・厚生関係事業

株式会社メトロビジネスアソシエ 10百万円 100.0％ 人事・経理・システムサービスに関する事務

（注）2026年３月31日現在における当社の連結子会社は14社、持分法適用会社は５社であります。
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６ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

７ 事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

８ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

９ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。
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2 会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）

１ 発行可能株式総数 2,324,000,000株

２ 発行済株式の総数 580,596,893株 （自己株式403,107株を除く）

３ 株主数 290,678名

４ 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

財務大臣 155,171,600株 26.73％

東京都 135,328,400株 23.31％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 28,120,500株 4.84％

東京メトロ従業員持株会 18,922,196株 3.26％
ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ．（ＡＶＦ
Ｃ） ＲＥ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ ＣＬＩＥＮＴ
Ｓ ＡＣＣＯＵＮＴ

8,862,455株 1.53％

Ｊ．Ｐ．ＭＯＲＧＡＮ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ Ｐ
ＬＣ 4,919,464株 0.85％
ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ Ｔ
ＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ 505001 3,621,686株 0.62％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,555,800株 0.61％

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ 385781 3,415,000株 0.59％

野村信託銀行株式会社（投信口） 3,358,000株 0.58％

（注）持株数上位10名の株主を示しております。なお、持株比率は発行済株式の総数から自己株式を除いて計算
しております。
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５ 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

区 分 株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役（社外取締役を除く） 33,736株 ７名

社外取締役 ー株 ー名

監査役 ー株 ー名
（注）１ 当事業年度中に交付した株式の内容は、譲渡制限株式報酬（ＲＳ）として交付されたものです。

２ 当社の株式報酬の内容につきましては、「３ 会社役員に関する事項 ３ 当事業年度に係る取締役及
び監査役の報酬等」に記載しています。

６ その他株式に関する重要な事項
当社は、株式報酬として交付する株式へ充当するため、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適

用される同法第156条の規定により、2025年６月25日開催の取締役会の決議に基づき、2025年７月１日、
市場取引により、460,000株の自己株式を総額773,072,650円で取得いたしました。
また、当社取締役（社外取締役を除く）及び執行役員に対して株式報酬を交付するため、2025年７月18

日付の取締役会の決議に基づき、2025年８月７日に、58,394株（処分価額95,182,220円）の自己株式を
処分しております。
なお、当事業年度に処分した自己株式のうち、2025年10月10日に辞任により退任した取締役に交付して

いた1,501株については、当社株式報酬制度に基づき当社が無償取得しております。
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3 会社役員に関する事項
１ 取締役及び監査役の氏名等（2026年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長
社 長 執 行 役 員 小 坂 彰 洋

代表取締役副社長 上 原 淳 コンプライアンス・リスクマネジメント責任者
代表取締役副社長 潮 田 勉 サステナビリティ責任者
代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 小 川 孝 行 鉄道本部長
代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 鈴 木 信 行 経営企画本部長
取 締 役
常 務 執 行 役 員 堂 免 敬 一 人事部担当

取 締 役 小 林 英 三 日本証券金融株式会社 執行役会長

取 締 役 武 井 奈津子 株式会社ＴＢＳホールディングス 社外取締役
ＮＴＴ株式会社 社外取締役

取 締 役 井 村 順 子
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 社外取締役（監査等委員）
学校法人田村学園多摩大学大学院 客員教授
井村公認会計士事務所 所長
銀行等保有株式取得機構 監事

取 締 役 加 藤 一 誠 慶應義塾大学商学部 教授
常 勤 監 査 役 佐久間 妙 子
常 勤 監 査 役 櫛 引 雅 亮

監 査 役 坂 井 辰 史 株式会社みずほフィナンシャルグループ 特別顧問
日本曹達株式会社 社外取締役

監 査 役 延 與 桂 公益社団法人東京都障害者スポーツ協会 代表理事・会長
一般財団法人東京マラソン財団 理事

（注）１ 取締役小林英三氏は、2026年３月31日まで日本証券金融株式会社の執行役会長であり、同年４月１
日から同社特別顧問を務めております。

２ 取締役小林英三氏、武井奈津子氏、井村順子氏及び加藤一誠氏は会社法第２条第15号に定める社外取
締役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

３ 監査役櫛引雅亮氏、坂井辰史氏及び延與桂氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
また、櫛引雅亮氏、坂井辰史氏につきましては、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

４ 社外取締役及び社外監査役の各氏が業務執行者又は社外役員を兼職している他の法人等と当社との間
に、開示すべき関係はありません。
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５ 当社は、取締役小林英三氏、武井奈津子氏、井村順子氏、加藤一誠氏、監査役佐久間妙子氏、櫛引雅
亮氏、坂井辰史氏及び延與桂氏との間で、会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失
がないときは、同法第425条第１項各号の定める額の合計額を限度として責任を負担する旨を定めた契
約を締結しております。

６ 2025年６月25日開催の第21期定時株主総会の終結の時をもって、任期満了により取締役川澄俊文
氏、中澤英樹氏、杉山武彦氏、常勤監査役上田正人氏、徳田郁生氏、監査役齋藤宏氏がそれぞれ退任い
たしました。

７ 2025年10月10日付で、取締役（グループ戦略会議議長 人財育成サポーター）山村明義氏は、辞任
により退任いたしました。

８ 監査役櫛引雅亮氏は、長年にわたる経理、税務、会計業務の経験を有しており、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有するものであります。

９ 監査役坂井辰史氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。

10 当社は執行役員制度を導入しております。上記取締役兼務者以外の執行役員は次のとおりでありま
す。

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

常 務 執 行 役 員 德 永 幸 久 資産管理部及びまちづくり連携プロジェクトチーム担当

常 務 執 行 役 員 山 上 範 芳 国際ビジネス部担当
ベトナム東京メトロ一人有限責任会社 会長

常 務 執 行 役 員 福 田 至 広報部及び社会・地域コミュニティ活性化プロジェクト
チーム担当

常 務 執 行 役 員 大 石 敬 司 鉄道本部工務部及び改良建設部担当

常 務 執 行 役 員 是 澤 正 人 鉄道本部営業部及び運転部担当
埼玉高速鉄道株式会社 取締役

常 務 執 行 役 員 大 井 康 弘 経営企画本部経営管理部及びＩＲ室担当

常 務 執 行 役 員 亀 野 拓 也 都市・生活創造本部長

常 務 執 行 役 員 田 地 朗 総務部担当

執 行 役 員 坂 田 香 奈
財務部長
株式会社メトロビジネスアソシエ 取締役
ベトナム東京メトロ一人有限責任会社 監査役
公益財団法人メトロ文化財団 監事

執 行 役 員 清 水 忠 鉄道本部車両部及び電気部担当
東葉高速鉄道株式会社 取締役
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２ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており

ます。当該保険により被保険者が法律上負担することになる、第三者訴訟において発生する争訟費用及び損
害賠償金を填補することとしております。なお、当該保険契約では、填補する額について限度額を設けるこ
と等により、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。
当該保険契約の被保険者は当社の取締役、監査役及び執行役員であります。

３ 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
（１）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針について、2025年５月16日開催の取締役会の決
議により決定しております。その内容は以下のとおりです。
① 基本方針

当社は、社外取締役でない取締役に対し、役位に応じた職責等を踏まえた基本報酬及び事業年度ごとの
業績に連動する役員賞与を金銭にて支給するとともに、株主目線での経営の促進（株主との利害の共有）、
中長期の企業価値増大への動機付けとすることを目的として、株式報酬による中期・長期インセンティブ
を付与いたします。社外取締役に対しては、その職責に鑑み、基本報酬のみを支給いたします。

② 取締役の個人別の報酬の内容についての決定に関する事項
取締役の個人別の報酬額の決定については、取締役会において決議の上、代表取締役社長に一任いたし

ます。代表取締役社長は、透明性及び公正性を確保する観点から、委員の過半数が独立社外取締役で構成
される指名・報酬委員会に諮り、当該委員会の審議結果を踏まえてこれを決定いたします（株式報酬につ
いては、取締役会で定める基準に従い決定いたします）。
なお、株式報酬については、支給対象となる取締役が、法令、当社の規程等に関して重要な点で違反が

あった場合その他一定の事由に該当する場合は、指名・報酬委員会に諮り、当該委員会の審議結果を踏ま
え、取締役会において、株式報酬を受ける権利の全ての没収又は支給済みの株式報酬の全て若しくは相当
額の金銭の返還について、当該取締役に請求するか否か決定いたします。

③ 基本報酬の決定に関する方針
基本報酬は、月例による固定報酬とし、役位に応じた職責、当社の業績、他社水準、従業員給与の水準

等を勘案し決定いたします。
④ 業績連動報酬（役員賞与）の決定に関する方針

役員賞与は、事業年度ごとの業績に連動する指標として当社の業績、役位に応じた職責、代表権の有
無、業績に対する個人の貢献等を勘案して決定し、金銭報酬として毎年一定の時期に支給いたします。
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⑤ 株式報酬（ＰＳＵ／ＲＳ）の決定に関する方針
ア 中期インセンティブ：パフォーマンス・シェア・ユニット（ＰＳＵ）

株主目線での経営の促進（株主との利害の共有）に加え、中期的な企業価値増大への動機付けを目的
として、中期経営計画に掲げる目標値の達成度等に応じて変動する業績連動型の株式報酬（譲渡制限付
株式）を中期経営計画終了後に付与いたします。

イ 長期インセンティブ：譲渡制限付株式報酬（ＲＳ）
株主目線での経営の促進（株主との利害の共有）に加え、安全・安心をはじめとしたサステナビリテ

ィ経営の実現による長期的な企業価値増大への動機付けを目的として、役位に応じた一定の株式報酬
（譲渡制限付株式）を毎年付与いたします。

⑥ 取締役の個人別の報酬（基本報酬・役員賞与・株式報酬（ＰＳＵ／ＲＳ））の額に対する割合の決定に
関する方針
社外取締役でない取締役の基本報酬、役員賞与、株式報酬（ＰＳＵ／ＲＳ）の割合については、全ての

業績指標等が目標に達した時に、基本報酬、役員賞与、ＰＳＵ、ＲＳがおおよそ５：１：２：２となるよ
うに構成いたします。

（２）業績連動報酬に係る指標、その選定理由及び実績
各業績連動報酬に係る指標については、短期インセンティブ（役員賞与）は年度計画の達成に向けた動機

付け及び年度計画に対する個人の貢献への評価を、中期インセンティブ（ＰＳＵ）は中期的な企業価値増大
（中期経営計画達成）への動機付け及び株主目線での経営の促進（株主の皆様との利害の共有）を目的に設
定しております。
このうち、単年度の業績を反映させる短期インセンティブ（役員賞与）については、指標である連結営業

利益の実績が89,588百万円となり、目標達成となりました。支給に当たっては、この連結営業利益の指標
に加え、個人指標である担当組織の財務指標、運営（マネジメント）指標等を加味し、個人別の支給額を決
定いたします。
なお、中期インセンティブ（ＰＳＵ）については、現中期経営計画の経営目標値・ＫＰＩの中から、連結

ＲＯＥ（目標値：7.7％）、鉄道運転事故件数（目標値：０件）、鉄道バリアフリー化率（目標値：99％）、顧
客満足評点（目標値：ＪＣＳＩ（日本版顧客満足度指数）における「顧客満足」評点72.0点以上）、ＣＯ２排
出削減量（目標値：29.2万トン以下）及び女性管理職比率（目標値：前年度比増）を指標として設定し、各
指標のウェイトに応じて報酬額を算出のうえ合算しますが、指標の実績は中期経営計画最終年度（2028年
３月期）終了後に評価いたします。

（３）取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬限度額については、2004年３月24日開催の創立総会において、年額300百万円以内とする
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ことを決議しております（同創立総会終結時点での取締役の員数12名（うち社外０名））。また、2025年６
月25日開催の第21期定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡制限付株式報酬付
与のため、上記報酬限度額とは別枠として、当該譲渡制限付株式付与のために支給する金銭報酬債権の総額
を当社の各中期経営計画期間当たり当該中期経営計画期間に含まれる事業年度数に150百万円を乗じた額以
内（中期経営計画期間が三事業年度の場合は450百万円以内）とし、かつ、当該金銭報酬債権の全部を当社
に現物出資させることと引換えに当社が発行又は処分する当社普通株式の総数を当社の各中期経営計画期間
当たり当該中期経営計画期間に含まれる事業年度数に100,000株を乗じた株数以内（中期経営計画期間が三
事業年度の場合は300,000株以内）とすることを決議しております（同総会終結時点での取締役（社外取締
役を除く）の員数７名）。
監査役の報酬限度額については、2004年３月24日開催の創立総会において、年額70百万円以内とするこ

とを決議しております（同創立総会終結時点での監査役の員数４名（うち社外３名））。
上記報酬限度額の設定は、当社の事業規模及び同業他社の報酬水準に鑑み、適切な水準であると判断して

おります。

（４）取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社においては、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長小坂彰洋が取締役の個人別の報酬等の具体

的内容を決定しております（ただし、株式報酬については、取締役会で定める基準に従い取締役会が決定い
たします）。
これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰し、各取締役の職責を勘案して報酬内容を決定す

るには、業務執行を統括する代表取締役社長が適しているためであります。
なお、決定に当たっては、透明性及び公正性を確保する観点から、委員の過半数が社外取締役で構成され

る指名・報酬委員会に諮り、当該委員会の審議結果を踏まえ決定されていることから、取締役会は、その内
容が取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に沿うものであると判断しております。

（５）取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額

報酬等の種類別の総額
対象となる
役員の員数基本報酬 業績連動報酬

（役員賞与）

パフォーマン
ス・シェア・ユ

ニット
（ＰＳＵ）

譲渡制限付株式
報酬（ＲＳ）

取 締 役
（うち社外取締役）

305
（41

百万円
百万円）

195
（41

百万円
百万円）

34百万円
(-)

35百万円
(-)

39百万円
(-)

14
（５

名
名）

監 査 役
（うち社外監査役）

59
（38

百万円
百万円）

59
（38

百万円
百万円）

-
(-)

-
(-)

-
(-)

７
（５

名
名）
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（注）１ 上記には、2025年6月25日開催の第21期定時株主総会の終結の時をもって任期満了により退任した
取締役３名及び監査役３名並びに2025年10月10日付で辞任により退任した取締役１名を含めておりま
す。

２ 上記業績連動報酬（役員賞与）は、当期中に役員賞与引当金として費用計上した額であります。
３ 上記パフォーマンス・シェア・ユニット（ＰＳＵ）は、当期中に株式報酬引当金として費用計上した
額であります。
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4 社外役員に関する事項
（１）重要な兼職先と当社との関係

特別な関係はありません。

（２）主な活動状況
取締役小林英三氏は、当期開催の取締役会18回全てに出席しております。また、指名・報酬委員会の委員

を務めております。同氏につきましては、当該事業年度において当社が経営課題等に取り組む中で、経営、
財務・会計、人事・労務・人財開発に関する豊富な識見と専門的な知識・経験から、当社の事業戦略等に関
する意見や指摘を述べております。
取締役武井奈津子氏は、当期開催の取締役会18回全てに出席しております。また、指名・報酬委員会の委

員を務めております。同氏につきましては、当該事業年度において当社が経営課題等に取り組む中で、経
営、法務、リスクマネジメントに関する豊富な識見と専門的な知識・経験から、当社の事業戦略等に関する
意見や指摘を述べております。
取締役井村順子氏は、当期開催の取締役会18回全てに出席しております。また、2025年６月25日から指

名・報酬委員会の委員を務めております。同氏につきましては、当該事業年度において当社が経営課題等に
取り組む中で、財務・会計、人事・労務・人財開発に関する豊富な識見と専門的な知識・経験から、当社の
事業戦略等に関する意見や指摘を述べております。
取締役加藤一誠氏は、2025年６月25日就任以来開催された取締役会13回全てに出席しております。同氏

につきましては、当該事業年度において当社が経営課題等に取り組む中で、経営、財務・会計、安全・輸送
サービスに関する豊富な識見と専門的な知識・経験から、当社の事業戦略等に関する意見や指摘を述べてお
ります。
監査役櫛引雅亮氏は、2025年６月25日就任以来開催された取締役会13回全てに出席し、また、監査役会

13回全てに出席し、適宜議案審議及び監査に必要な発言をしております。
監査役坂井辰史氏は、2025年６月25日就任以来開催された取締役会13回全てに出席し、また、監査役会

13回全てに出席し、適宜議案審議及び監査に必要な発言をしております。
監査役延與桂氏は、当期開催の取締役会18回全てに出席し、また、監査役会15回全てに出席し、適宜議

案審議及び監査に必要な発言をしております。
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連結貸借対照表
（2026年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 311,950 流 動 負 債 188,132
現 金 及 び 預 金 53,291 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 504
新 線 建 設 推 進 資 金 信 託 183,769 １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 20,000
受取手形、売掛金及び契約資産 3,791 １年内返済予定の長期借入金 23,666
未 収 運 賃 32,504 未 払 金 58,848
未 収 金 8,817 未 払 消 費 税 等 4,209
有 価 証 券 14,989 未 払 法 人 税 等 15,884
商 品 58 前 受 運 賃 20,781
貯 蔵 品 7,667 賞 与 引 当 金 13,121
そ の 他 7,073 役 員 賞 与 引 当 金 59
貸 倒 引 当 金 △12 そ の 他 31,057

固 定 資 産 1,735,217 固 定 負 債 1,124,284
有 形 固 定 資 産 1,562,273 社 債 577,000

建 物 及 び 構 築 物 964,519 長 期 借 入 金 258,713
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 194,737 新 線 建 設 推 進 長 期 借 入 金 192,120
土 地 233,163 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 63
建 設 仮 勘 定 160,569 株 式 報 酬 引 当 金 62
そ の 他 9,283 環 境 安 全 対 策 引 当 金 73

撤 去 損 失 引 当 金 2,054
無 形 固 定 資 産 103,641 退 職 給 付 に 係 る 負 債 65,953

資 産 除 去 債 務 2,902
投 資 そ の 他 の 資 産 69,302 そ の 他 25,339

投 資 有 価 証 券 7,516 負 債 合 計 1,312,416
退 職 給 付 に 係 る 資 産 38,241
繰 延 税 金 資 産 19,927

（純 資 産 の 部）そ の 他 3,621
貸 倒 引 当 金 △4

株 主 資 本 722,946
資 本 金 58,100
資 本 剰 余 金 62,167
利 益 剰 余 金 603,356
自 己 株 式 △677

その他の包括利益累計額 11,805
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 18
為 替 換 算 調 整 勘 定 50
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 11,735

純 資 産 合 計 734,751
資 産 合 計 2,047,168 負 債 純 資 産 合 計 2,047,168
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連結損益計算書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益 422,414
営 業 費
運 輸 業 等 営 業 費 及 び 売 上 原 価 277,533
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 55,292 332,826

営 業 利 益 89,588

営 業 外 収 益
受 取 利 息 196
受 取 受 託 工 事 事 務 費 522
物 品 売 却 益 307
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 211
そ の 他 781 2,019

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,057
そ の 他 315 12,373

経 常 利 益 79,234

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 370
補 助 金 2,065
鉄 道 施 設 受 贈 財 産 評 価 額 10,147
工 事 負 担 金 等 受 入 額 1,185
退 職 給 付 制 度 改 定 益 6,408
そ の 他 41 20,219

特 別 損 失
固 定 資 産 圧 縮 損 13,468
減 損 損 失 5
そ の 他 347 13,820

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 85,633
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 19,659
法 人 税 等 調 整 額 6,958 26,618

当 期 純 利 益 59,015
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 −
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 59,015
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貸借対照表
（2026年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 308,229 流 動 負 債 212,742
現 金 及 び 預 金 52,084 短 期 借 入 金 13,820
新 線 建 設 推 進 資 金 信 託 183,769 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 20,000
未 収 運 賃 32,504 １年内返済予定の長期借入金 23,666
未 収 金 11,035 リ ー ス 債 務 284
有 価 証 券 14,989 未 払 金 60,918
貯 蔵 品 7,330 未 払 費 用 6,394
前 払 金 3,248 未 払 消 費 税 等 3,495
前 払 費 用 1,524 未 払 法 人 税 等 14,004
受 託 工 事 支 出 金 523 預 り 連 絡 運 賃 350
そ の 他 1,219 預 り 金 31,197

前 受 運 賃 20,781
前 受 金 2,109
前 受 収 益 3,550
賞 与 引 当 金 11,296
役 員 賞 与 引 当 金 47
そ の 他 823

固 定 資 産 1,712,842
鉄 道 事 業 固 定 資 産 1,381,180 固 定 負 債 1,121,983
関 連 事 業 固 定 資 産 70,961 社 債 577,000
各 事 業 関 連 固 定 資 産 33,201 長 期 借 入 金 258,713
建 設 仮 勘 定 158,928 新 線 建 設 推 進 長 期 借 入 金 192,120
投 資 そ の 他 の 資 産 68,570 リ ー ス 債 務 375
投 資 有 価 証 券 3,629 退 職 給 付 引 当 金 68,041
関 係 会 社 株 式 7,636 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 26
長 期 貸 付 金 12 株 式 報 酬 引 当 金 62
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 4,523 環 境 安 全 対 策 引 当 金 73
従業員に対する長期貸付金 1 撤 去 損 失 引 当 金 2,054
前 払 年 金 費 用 28,066 資 産 除 去 債 務 2,803
繰 延 税 金 資 産 22,861 そ の 他 20,711
そ の 他 1,839

負 債 合 計 1,334,725
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 686,328
資 本 金 58,100
資 本 剰 余 金 62,167
資 本 準 備 金 62,167

利 益 剰 余 金 566,739
そ の 他 利 益 剰 余 金 566,739
別 途 積 立 金 434,000
繰 越 利 益 剰 余 金 132,739

自 己 株 式 △677
評 価 ・ 換 算 差 額 等 17
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 17

純 資 産 合 計 686,346
資 産 合 計 2,021,071 負 債 純 資 産 合 計 2,021,071
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計算書類
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損益計算書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

鉄 道 事 業
営 業 収 益 382,665
営 業 費 309,347
営 業 利 益 73,317

関 連 事 業
営 業 収 益 19,257
営 業 費 10,566
営 業 利 益 8,690

全 事 業 営 業 利 益 82,007
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,548
受 取 受 託 工 事 事 務 費 523
物 品 売 却 益 314
そ の 他 876 4,262

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,267
そ の 他 275 12,542

経 常 利 益 73,726
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 393
補 助 金 2,065
鉄 道 施 設 受 贈 財 産 評 価 額 10,147
工 事 負 担 金 等 受 入 額 1,185
退 職 給 付 制 度 改 定 益 6,408 20,200

特 別 損 失
固 定 資 産 圧 縮 損 13,468
減 損 損 失 2
そ の 他 182 13,652

税 引 前 当 期 純 利 益 80,274
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 16,830
法 人 税 等 調 整 額 7,115 23,945
当 期 純 利 益 56,329
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交通機関のご案内

※お土産及び乗車券のご用意は
ございません。

※駐車場のご用意はございません。

東京メトロ
 有楽町線

｢麴町駅｣ ２番口 徒歩 9 分

 丸ノ内線    南北線
｢四ツ谷駅｣ １番口 徒歩 9 分

 銀座線    丸ノ内線
｢赤坂見附駅｣ Ｄ紀尾井町口 徒歩10分

 有楽町線    半蔵門線    南北線   
｢永田町駅｣ ７番口 徒歩10分

ＪＲ
中央線・総武線
｢四ツ谷駅｣ 麹町口 徒歩 9 分

株主総会会場ご案内

日時

場所

2026年６月24日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

東京都千代田区紀尾井町４番１号
ホテルニューオータニ 芙蓉の間（本館１階）
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